















つ下の階層の地方政府の行政地域は 7 つあり、各行政地域の中心に、合計 7 つの地方政府が立
地している。日本においては、行政地域の数は、国レベルは 1（＝70）、地方レベルは 7（＝71）、










































































る国土を定義し、図 1 のような人口分布を仮定する。線形国家では 1 次元空間を考える。この 
国の境界は、      である。国土の面積は ℓ（長さℓ、幅 1，ℓ ≫ 1）であり、人口は 
である。この国は中央政府と複数の地方政府からなる。これらの政府は、全体として、政 
府サービスを、中央政府と地方政府によって分担している。 
最も高いレベルにある中央政府は国土の中心のχ＝0 に立地する。第 2 レベルの政府は、国
を k 分割された行政地域の中心に位置する。この k の値を分割数と定義する。具体的な立地点 
は、                        であり、行政境界は、 
 













を計算できる。そこで、第 i レベルの地方政府の立地点は、 
             であり、行政境界は、 
     である。 
 
中央政府と地方政府の階層構造については、図 2 のような包含的階層構造と排他的階層構造
の 2 種類がある。これを議論するためには、分割数 k による階層構造の違いについて議論する
必要がある。これを示したのが図 2 である。もし k が奇数（k＝l,3,…）であれば、包含的構造
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（1）包含的階層構造 k＝1,3,5,7,…： 


















図 2． 線形国家における行政原理：中央政府と地方政府の立地点と行政地域 
 
本論文では、政府システムの階層構造を表示するために、政府の行政規模 g、階層構造を示
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  は第 i レベルの政府オフィスから行政地域までの平均距離を示している。第 1 レベルから
第 s レベルまで（i＝1,2,3,4,…,s）の政府オフィスから行政地域までの平均距離は、 
      で示される。各政府オフィスから行政地域までの距離は、 
図 3 のように示される。平均距離は、グラフより下の部分を積分して国土の長さで除したもの 
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政府が階層数 s のとき、空間費用は，式（2）より以下のようになる。 
（3） 
政府サービスの生産費用 C2 は 
（4） 
のように示される。中央および地方政府サービスにおいて著しい規模の経済が発生している。




2．5  最適な中央・地方政府システム 
 
ここでは、中央政府と地方政府間の権限配分を考慮して政府システムの支出最小化問題を定
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くなる g*↑（∆g*＞0）。また、固定費用の減少 a↓（∆a＜0）はより小さな政府サイズ g*↓（∆g*
＜0）を可能とするが、空間費用の減少 w↓（∆w＜0）はより政府機能の集積 g*↑（∆g*＜0）へ








の減少 w↓（∆w＜0）は政府数の減少 N*↓（∆N*＜0）へ向かう。限界費用の増減 b↑↓は政府数に
影響を与えない N*(±0）。 
 















とき s↓（∆s＜0）、分割数は減少する k*↓（∆k*＜0）。固定費が減少するとき a↓（∆a＜0）は、分
割数は増加する k*↑（∆k*＞0）が、空間費用が減少するとき w↓（∆w＜0）、分割数は減少する
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SPATIAL ECONOMICS OF MULTI-TIER GOVERNMENT HIERARCHY SYSTEM: 
VARIABLE ADMINISTRATIVE PRINCIPLE OF CENTRAL PLACE THEORY 
 
Toshiaki Takita 
(Department of Public Policy and Social Studies, Yamagata University) 
 
This spatial economic model aims to decide the locations and sizes of one central and some 
local governments and the scopes of these administrative districts, and to explore the relation 
to central place theory. Although we knew that Christaller [1933] explained hierarchical 
systems of administration as Verwaltungsprinzip (k=7 system), one principle of central place 
theory, we can first discuss the new model to introduce the endogenous k-value and to explain 
the mergers of cities, towns and villages in the country. This model considers the trade-off 
between the scale economies of the central and local governments and the lower total service 
costs in these individual governments. Second, we make a comparative-static analysis to 
explain the effect of the development of transportation and telecommunication on the 
hierarchical system of government services in the central and local governments using a 
combination of three simple graphs. Finally, we can reach the conclusion that the 
development of transportation and telecommunication leads to the larger size of central and 
local governments and the decrease of the number of governments. By this model, we can 
inevitably explain the mergers of cities, towns and villages, and the enlargement of these 
administrative districts. 
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